








1.はじめに

近年、急速な技術革新や産業構造の変化と共に、労働の質、環境が変化し、労働に対する

考え方や就業を取り巻く社会的環境も大きく変化してきた。

一方、高齢化および少子化社会の到来や疾病構造の変化や労働意識の変革などの要因が、

働く環境を維持管理し労働者の健康を守る産業保健活動に大きな影響を与えている。

昭和 61 年、「男女雇用機会均等法」の施行後、女性の職場が拡大し、企業の雇用管理が充

実すると共に、働く女性が増加し、キャリアとして働き続ける者の割合も大きくなってき

ている。また、結婚や出産や育児などのために仕事を辞め、子育てが終わってから再び仕

事に就くケースやパートタイム労働に従事するものも多く、その就業形態は様々である。

生産年齢人口の将来推計予測によると、21 世紀には生産年齢人口は減少し、少産高齢化

時代となり、労働力需要の拡大と共に、働く女性がさらに増加すると考えられる。総務庁

の「労働力調査」によると、雇用者の推移に関しては労働力人口に占める女子の割合は昭

和 50 年 32%であったが、平成3年以降 38%を越え、女子雇用者数は 1,900 万人を超えてい

る。

女性が働きやすい環境とは、仕事を取り巻く環境や家庭生活との両立が図られる環境であ

り、その整備と共に、出産や育児など母性保護の視点にたった産業保健活動が重要である。


